
令和８年度前橋市障害者・ひとり親雇用奨励金交付要項 

                         令和８年４月１日から適用 

 

取扱担当課 

 前橋市役所産業政策課（６階） 

       電話 ０２７－８９８－６９８５（直通） 

          ０２７－２２４－１１１１（内線４２１３・４２１４） 

      電子メールアドレス kougyou@city.maebashi.gunma.jp 

 

この奨励金の交付目的、内容、交付手続等は、次のとおりです。 

交付目的  就職が困難である障害者及びひとり親家庭の父母を雇用す

る市内中小企業者に対して奨励金を交付することにより、雇

用の促進と安定に寄与することを目的とします。 

内

容 

補助対象者  市内で事業を営む中小企業者（中小企業基本法（昭和３８

年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者をい

います。）等で、雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令

第３号。以下「規則」といいます。）第１１０条第２項の規

定による特定就職困難者コース助成金（以下「助成金」とい

います。）の第１期支給決定通知を受け、かつ、市税に滞納

がないものとします。ただし、トライアル雇用助成金（障害

者トライアルコース）と併用で、令和３年７月１日以降に障

害者トライアル雇用紹介された方を継続雇用する場合、第２

期支給決定通知を受けたものとします。 

 

※暴力団排除に関する次に掲げる事項の全てに該当するこ

と。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。  

(2)暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う以下同じ。）でないこと。  

(3) 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されてい

る者でないこと。  

(4)暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けて

いる者でないこと。  

(5) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員

を利用するなどしている者でないこと。  

(6)暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜

を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営



に協力し、又は関与している者でないこと。  

(7)暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを

不当に利用している者でないこと。  

(8)暴力団員と密接な交友関係を有する者でないこと。 

 

対象労働者  規則に規定する労働者のうち、市内に住所を有し、市内事

業所に勤務する「障害者」、「母子家庭の母等」及び「父子

家庭の父」を対象とします。ただし、助成金の第１期支給が

決定された者で、決定後も継続して雇用されることを条件と

します。 

交付金額  対象となる「障害者」、「母子家庭の母等」及び「父子家

庭の父」について、下記のとおり交付します。 

（１）短時間労働者以外…１人につき１０万円 

（２）短時間労働者（１週間の所定労働時間が２０時間以

上３０時間未満の者）…１人につき５万円 

交付条件 １ 補助対象者は、雇用に関する報告及び実地調査に応じる

ことを求められた場合は、これに応じなければなりませ

ん。 

２ 補助対象者は、雇用に係る書類、帳簿等を常備し、事業

終了後５年間保存し、提出を求められた場合は、これに応

じなければなりません。 

３ 補助対象者は、前橋市補助金等交付規則（平成１０年前

橋市規則第３４号）、この要項及び交付決定通知書兼交付

確定通知書に記載の交付条件を遵守しなければなりませ

ん。 

交

付

申

請

の

手

続

等 

交付申請の

方法、時期

等 

 助成金の第１期支給が決定されてから２か月以内又は３月

３１日午後５時いずれか早い日までに、次の書類により申請

してください。なお、押印は省略することが可能です。ま

た、押印を省略した場合は、電子メールによる提出も可能で

す（実績報告、請求も同じです。）。 

 

１ 交付申請書兼実績報告書 

２ 添付書類 

(1) 対象労働者内訳書 

(2) 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース助成

金）第１期支給決定通知書（トライアル雇用助成金（障害

者トライアルコース）と併用で、令和３年７月１日以降に

障害者トライアル雇用紹介された方を継続雇用する場合、

第２期支給決定通知）の写し 

(3) トライアル雇用助成金（障害者トライアルコース）支給

決定通知書の写し（トライアル雇用助成金（障害者トライ



アルコース）と併用の場合のみ） 

(4) 就業場所が確認可能な書類の写し（(1)及び(2)で確認不

可能な場合に限ります。） 

 

【注】押印を省略した場合は、書類の真正性を担保するた

め、必要に応じ、電話等で確認を行う場合があります。 

 

※ただし、書類の真正性を担保するため、責任者及び担当者

の氏名、連絡先（電話番号）の記入を必須とします。 

 ・責任者とは、代表取締役又は、支店長や営業所長等とい

った社内等において権限の委任を受けた役職者です。 

 ・担当者とは、本件に関する事務を担当する者です。 

 ・責任者及び担当者は、同一人物でも可能です。 

 

交付決定の

時期等 

 申請書類等の審査及び調査を行い、受理した日から３０日

以内に、交付の可否、金額、条件等を決定し、通知します。 

請 求 の 方

法、支払時

期等 

１ 奨励金交付請求書により請求してください。 

２ 上記請求書の内容を確認し、受理した日から３０日以内

に支払います。 

交付決定の

取消し又は

奨励金の返

還 

１ 次の場合は、奨励金の交付決定の全部又は一部が取り消

されます。 

(1) 偽りその他不正の手段により交付決定又は交付を受け

たとき。 

(2) この要項、交付決定の内容及びこれに付した条件に違

反したとき。 

２ 奨励金の交付を受けた後、奨励金の交付決定を取り消さ

れた場合は、指定された期限までに、取消しに係る部分の

金額を返還しなければなりません。 

様

式 

申請書等の

様式 

１ 交付申請書兼実績報告書（様式第１号） 

２ 対象労働者内訳書（様式第２号） 

３ 交付決定通知書兼交付確定通知書（様式第３号） 

４ 奨励金交付請求書（様式第４号） 

 


